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１．はじめに 
                                               

 今日、ディーゼル自動車等から排出される浮遊粒子

状物質(SPM)が社会問題となっており、国及び大阪府
においては、大気環境中の SPMに含まれる成分を把
握し、その発生源の特定及び発生抑制について対策を

講じることが緊急の課題となっている。 
 大阪府では、平成 12 年 12 月より「浮遊粒子状物
質調査」を実施し、府域の大気環境中の SPM濃度及
びSPM中に含まれる成分の実態を把握することによ
り、発生源の寄与について考察するとともに、解析に

利用すべくデータの収集に努めているところである
1)、2)。 
 前報 3)では、平成 13 年度に実施した SPM 調査結
果について報告を行ったが、本報では、平成 14年度
に実施した調査で得られた SPM濃度及び SPM中の
金属類、イオン成分、炭素成分及び多環芳香族炭化水

素類の経月変化、地域特性及び粒径分布について、平

成 13年度結果との比較も交えながら報告する。 
  

２．調査内容 
 

２．１ 調査地点 
大阪府域において、一般環境測定局（以下、「一般

局」と記す。）として５地点、及び自動車排出ガス測

定局（以下、「自排局」という。）として３地点の合計

８地点で調査を実施した。調査地点を図 1に示した。 

なお、アンダーセンエアサンプラーを用いた粒径別

試料の採取は、２地点（一般局１地点及び自排局 1

地点）で実施した。 

 

２．２ 試料採取方法 

SPM の試料採取は、10μm カットのサイクロン付き

ローボリウムエアサンプラー（以下、LV という。新

宅機械製作所製 S-2）を用いて、20L/min の流量で大

気を２週間連続吸引した。 

また、粒子状物質（以下、PM という。）を粒径別に

分級採取するために、アンダーセンエアサンプラー

（以下、An という。東京ダイレック製 AN-200）によ

り、28.3L/min の流量で大気を２週間連続吸引して、

試料採取を行った。 

なお、試料採取用のろ紙は、炭素成分の分析も同時

に行うことを考慮に入れて、石英繊維ろ紙（アドバン

テック東洋製 QR-100）を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

また、ろ紙は気温 20℃、相対湿度 50％の条件下で

恒量とした後、試料の採取前後に電子天秤で 0.1mg

の単位まで秤量を行った。 

 

２．３ 調査期間と頻度  

調査は、平成 14 年４月から平成 15 年３月の間で行

った。LV による SPM の採取は毎月行い、An による採

取は、４月から３ヶ月ごとに４回行った。 

 

２．４ 調査項目 

 以下に示す項目について調査を実施した。 

(1) SPM 濃度及び PM 濃度 

(2)炭素成分（3項目） 

全炭素(T-C)、元素状炭素(E-C)及び有機性炭素

(O-C) 

 

図１ 調査地点図 

○ 一般環境測定局 
● 自動車排出ガス測定局 



 

(3)金属類(50 項目) 

 ﾍﾞﾘﾘｳﾑ(Be)、ﾅﾄﾘｳﾑ(Na)、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ(Mg)、ｱﾙﾐﾆｳﾑ(Al)、 

ｶﾘｳﾑ(K)、ｶﾙｼｳﾑ(Ca)、ｽｶﾝｼﾞｳﾑ(Sc)、ﾁﾀﾝ（Ti)、ﾊﾞﾅｼﾞ

ｳﾑ(V)、ｸﾛﾑ(Cr)、ﾏﾝｶﾞﾝ(Mn)、鉄(Fe)、ｺﾊﾞﾙﾄ(Co)、ﾆ

ｯｹﾙ(Ni)、銅(Cu)、亜鉛(Zn)、ｶﾞﾘｳﾑ(Ga)、ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ(Ge)、

ヒ素(As)、ｾﾚﾝ(Se)､ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ(Sr)、ｲｯﾄﾘｳﾑ(Y)、ﾓﾘﾌﾞﾃﾞ

ﾝ(Mo)、銀(Ag)、ｶﾄﾞﾐｳﾑ(Cd)、ｽｽﾞ(Sn)、ｱﾝﾁﾓﾝ(Sb)、

ﾃﾙﾙ(Te)、ｾｼｳﾑ(Cs)、ﾊﾞﾘｳﾑ(Ba)、ﾗﾝﾀﾝ(La)、ｾﾘｳﾑ(Ce)、

ﾌﾟﾗｾｵｼﾞﾑ(Pr)、ﾈｵｼﾞﾑ(Nd)、ｻﾏﾘｳﾑ(Sm)、ﾕｰﾛﾋﾟｳﾑ(Eu)、

ｶﾞﾄﾞﾘﾆｳﾑ(Gd)、ﾃﾙﾋﾞｳﾑ(Tb)、ｼﾞｽﾌﾟﾛｼｳﾑ(Dy)、ﾎﾙﾐｳﾑ(Ho)、

ｴﾙﾋﾞｳﾑ(Er)、ﾂﾘｳﾑ(Tm)、ｲｯﾃﾙﾋﾞｳﾑ(Yb)、ﾙﾃﾁｳﾑ(Lu)、

ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ(W)、ﾀﾘｳﾑ(Tl)、鉛(Pb)、ﾋﾞｽﾏｽ(Bi)、ﾄﾘｳﾑ(Th)

及びｳﾗﾝ(U) 

(4)イオン成分（９項目） 

塩化物ｲｵﾝ(Cl-)、亜硝酸ｲｵﾝ(NO2
-)、硝酸ｲｵﾝ(NO3

-)、

硫酸ｲｵﾝ(SO4
2-)、ﾅﾄﾘｳﾑｲｵﾝ(Na+)、ｱﾝﾓﾆｳﾑｲｵﾝ（NH4

+）、

ｶﾘｳﾑｲｵﾝ（K+）、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑｲｵﾝ(Mg+)及びｶﾙｼｳﾑｲｵﾝ(Ca2+) 

(5)多環芳香族炭化水素類(以下 PAHs という：４項目) 

ﾍﾞﾝｿﾞ[a]ﾋﾟﾚﾝ、ﾍﾞﾝｿﾞ[b]ﾌﾙｵﾗﾝﾃﾝ、ﾍﾞﾝｿﾞ[k]ﾌﾙｵﾗﾝﾃ

ﾝ及びﾍﾞﾝｿﾞ[ghi]ﾍﾟﾘﾚﾝ 

 

２．５ 試料の分析方法 

 LV と An により採取した試料について、以下に示す

方法により分析を行った。 

なお、前処理方法、標準試薬及び定量方法等に関す

る詳細は、既報 2)のとおりである。 

 

(1)SPM 濃度及び PM 濃度 

試料採取前後のろ紙の重量差と採気量より、SPM 濃

度及び PM 濃度を算出した。 

(2)炭素成分 

 炭素成分は、熱分解法により窒素炭素分析装置（住

化分析センター社製 NC-900）で定量した。全炭素は、

本装置で直接測定した。元素状炭素は、電気炉を用い

て 350℃で 10 分間加熱処理した後、測定に供した 4)。 

なお、有機性炭素は、全炭素と元素状炭素との差と

して算出した。 

(3)金属類 

金属類は、マイクロウェーブ分解装置（マイルスト

ーン社製 ETHOS900）を用いて前処理（フッ化水素酸

－硝酸－過酸化水素水による酸分解）を行い、誘導結

合プラズマ質量分析法(ICP-MS 装置：横河アナリティ

カルシステムズ社製 Agilent7500)で定量した。 

(4)イオン成分 

イオン成分は、超純水により超音波抽出を行った後、

ろ液をイオンクロマトグラフ法（ダイオネクス社製

DX-320A）で定量した。 

(5) PAHs 

PAHs は、ジクロロメタンによる溶媒抽出後、高速

液体クロマトグラフ法（横河アナリティカルシステム

ズ社製 Agilent1100）で定量した。 

 

     ３ 結果及び考察 

 

３．１ SPM 濃度及び SPM 中各成分濃度の経月変化 

 LVによる試料採取により得られたSPM濃度及びSPM

中の各成分濃度の測定結果の総括表を表１に示した。

また、それぞれの経月変化について以下に述べる。 

 

(1)SPM 濃度 

 SPM 濃度の経月変化を図２に示した。SPM 濃度は、

昨年度と同様、概して夏季に低濃度で冬季から春季に

高濃度となった。これは一般的に気象的な要因であり、

この時期に形成される移動性高気圧による平穏域、淀

み域が高濃度化の原因であると考えられる 5)。     

地点別では、一般局と比較して自排局の方が高い値

を示した。また、全地点において 4月または 3月に最

大値を示したが、これは黄砂の影響によるものと考え

られる。 

なお、平成14年度は11月にも黄砂が発生したため、

その影響を受けて、全地点において SPM 濃度が高い値

となった。 

 

(2)炭素成分濃度 

SPM 中の全炭素及び元素状炭素の経月変化につい

て、それぞれ図３及び図４に示した。全炭素及び元素

状炭素は、いずれも一般局（実線）と比較して自排局

（破線）の方が明らかに高濃度であった。 

次に、元素状炭素及び有機性炭素について、一般局

と自排局ごとに平均をとって、図５に示し、比較した。

元素状炭素は、一般局よりも自排局の方が高いことが

顕著にみられ、年度平均値で比較すると、自排局は一

般局の 2.0 倍となった。このように元素状炭素は、デ

ィーゼル車をはじめとする燃焼起源によるものが多

いため、自排局の方が高濃度になったものと考えられ

る。 

一方、有機性炭素は、一般局と自排局との間にほと

んど差がないことがわかった。 

 

(3)金属類濃度 

 SPM 中の金属類濃度の経月変化については、既報 3)

において詳細を報じたところであるが、本報では、そ

の中で特徴のある元素について述べる。 

 Al は、SPM 濃度とほぼ同様の経月変化を示し（図６）、

黄砂のみられた 4 月及び 11 月には、特に高濃度を示

した。同様の挙動が、Ti、Mn、Fe、Sr、Ba 等でもみ

られた。これらの金属は、黄砂等、土壌に由来した成

分であると考えられる。 

 Ｖは、高石市内に所在する高石市公害監視センター

とカモドールＭＢＳにおいて、他の地点よりも顕著に

高濃度を示した（図７）。この２地点は臨海工業地帯

東部にあるが、Ｖは原油中に含有されていることが知

られており 6)、また酸化バナジウムは、アルコールか

らアルデヒドを合成するときの酸化触媒として用い

られているため、臨海工業地帯にある石油精製関係等

の事業所からの排ガスの影響によるものと考えられ

る。同様の挙動が Ni にもみられた。Ni も原油中に含

有されており 6)、また油脂加工触媒として Ni 触媒が

広く使用されていることから、これらの影響により、

この地域に特異的に高濃度となったものと考えられ

る。 

 Ag は、東大阪市公害監視センターにおいて、他の



 

地点と比較して極めて高濃度を示した（図８）。これ

は、近隣にある銀の回収再生事業所からの排ガスの影

響によるものと考えられる。また、一般廃棄物焼却場

が近傍にある大阪府環境情報センターにおいて、As

が他の地点よりも高濃度が検出される等、地点により

特異的な特徴がみられる項目があった。     

さらに、Cu 及び Sb については、一般局と自排局の

平均値を図９に示したが、既報 3)と同様、両元素とも

一般局と比較して自排局の方がかなり高濃度となっ

た。Cu 及び Sb は、アスベストの代替品として、自動

車のブレーキライニングの素材に含有されているが、

それが摩耗によって飛散し、沿道大気に影響を及ぼし

たものと考えられる 7)。 

 

(4)イオン成分濃度 

 SPM 中の Cl-及び Ca2+濃度の経月変化について、そ

れぞれ図 10 及び図 11 に示した。 

 Cl-は、夏季に低濃度で冬季に高濃度となった。Cl-

は海塩や廃棄物焼却等に由来し、前者は粗大粒子であ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、後者は二次生成粒子として微小粒子の塩化アンモ 

ニウムを形成するといわれている。特に、微小粒子は、 

気温が低いとガスと粒子の平衡関係が粒子側に偏る

ため、冬季に高濃度になったものと考えられる 8),9)。 

NO3
-は、Cl-と同様の経月変化を示した。NO3

-は、概 

ね光化学反応などを経て二次的に生成したものであ

り、Na+等と結合すると粗大粒子になり、NH4
+等と結合

すると微小粒子を形成するといわれている 9)。 

 Ca2+は、SPM 濃度とほぼ同様の経月変化を示し、黄

砂のみられた 4月及び 11 月には、特に高濃度を示し 

た。このことより Ca2+は、黄砂等、土壌に由来した成

分であると考えられる。 

 

(5)PAHs 

 PAHs の経月変化について、図 12 に示した。PAHs

は、夏季に低濃度で冬季から春季には高濃度となった。

これは、前述の Cl-等と同様、ガスと粒子の平衡関係

によるものと考えられる。 

 

 

表１ SPM 濃度及び SPM 中の各成分濃度の年度平均値(ng/m3)の総括表 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２　SPMの経月変化
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図３　　SPM中の全炭素濃度の経月変化
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図４　SPM中の元素状炭素濃度の経月変化
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　有機性炭素濃度
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図５　SPM中の元素状炭素濃度及び有機性炭素濃度の比較



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７　SPM中のバナジウム濃度の経月変化
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図８　SPM中の銀濃度の経月変化
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図６　ＳＰＭ中のアルミニウムの経月変化
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図９　SPM中の銅及びアンチモン濃度の経月変化
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(6)平成 13 年度との比較 

 一般局及び自排局におけるSPM濃度及びSPM中の各

主要成分濃度の年度平均値について、平成 13 年度と 

比較した結果を表２に示した。 

 SPM 濃度の 13 年度比は 1.0 であり、年度間変動は

みられなかった。 

 各成分について 13 年度比が低い値(0.9 以下)とな 

った項目は、一般局における Al、Ｖ、Cu、As、Cl-及

び PAHs、自排局におけるＶ、Cu、As、Se、Cl-及び PAHs 

であった。特に、As の 13 年度比が一般局で 0.73、 

自排局で 0.75 と低い値となったが、全地点において

平成14年度の平均値が平成13年度よりも低い値であ

った。   

一方、13 年度比が高い値(1.1 以上)となった項目は、

一般局における Cr 及び Ag、自排局における Ni 及び 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ag であった。特に、Ag については、平成 14 年度に全

地点において比較的高濃度になったことに加え、東大

阪市公害監視センターにおいて、近隣の銀回収再生事

業所と思われる影響により、平成 14 年度にかなり高

濃度になったという局地的な要因が考えられる。 

 

(7)一般局と自排局との比較 

 SPM 濃度及び SPM 中の各主要成分濃度について、平

成13年度及び14年度における一般局の年度平均値に

対する自排局の年度平均値の比（（自排局／一般局）：

以下「局比」という）を図 13 に示した。  

局地的な影響が大きい Ag を除くほとんどの成分に

ついて、両年度の局比はほぼ一定であった。このこと

から、局比は年度間で変動しないものと考えられる。 

 

 

図10　　SPM中の塩化物イオン濃度の経月変化
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図11　　SPM中のカルシウムイオン濃度の経月変化
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図12　　SPM中の多環芳香族炭化水素類濃度の経月変化

0

1

2

3

4

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
調査月

多
環
芳
香
族
炭
化
水
素
類
濃
度

（
n
g/
m
3
）

大阪府環境情報センター

茨木市役所

八尾市役所

富田林市役所

高石市公害監視センター

高槻市役所

カモドールＭＢＳ

東大阪市公害監視センター



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、局比が著しく大きい値であった項目は、Cu、

Sb 及び元素状炭素であった。Cu 及び Sb については、 

局比が両年度とも 1.6～1.8 であり、前述のとおり、

いずれもブレーキのライニングに素材として含有し

ていることが原因と考えられる。また元素状炭素は、 

局比が平成 13 年度には 1.8、14 年度には 2.0 であっ

たが、前述のとおりディーゼル排気粒子の主要成分で

あることが原因と考えられる。 

 以上のことから、Cu、Sb 及び元素状炭素は、自排

局に特徴のある指標成分と考えられる。 

 

３．２ PM 及び PM 中各成分の粒径分布  

平成 14 年４、７、11 月及び平成 15 年１月に一般

局（大阪府環境情報センター）及び自排局（東大阪市

公害監視センター）において、An で粒径別に分級採

取したPM及びPM中の各成分について得られた粒径分 

 

 

 

 

布について、以下に述べる。 

なお、一般局の大阪府環境情報センターで得られた 

平成 14 年７月のデータは、試料採取時に An の不具合

が生じたため、棄却した。 

 

(1)PM の粒径分布 

PM 濃度を表３に、一般局と自排局における PM の粒

径分布を図 14 に示した。 

PM の粒径分布は、平成 13 年度と同様、約２μm を

境として微小粒子側と粗大粒子側に分かれた二山型

の粒径分布を示した。一般的に、粗大粒子側にあるも

のは主として土壌粒子や海塩粒子等、自然起源に由来

し、微小粒子側にあるものは主として燃焼過程からの

一次粒子、ガス状物質からの二次生成粒子等、人為的

発生源に由来すると考えられている。 

 

 

図13　一般局の年度平均値に対する自排局の年度平均値の比（局比）
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　　　　　表２　平成13年度と平成１４年度との比較

平成13年度 平成14年度 H14/H13 平成13年度 平成14年度 H14/H13
(ng/m³) (ng/m³) 比 (ng/m³) (ng/m³) 比

浮遊粒子状物質 SPM 33000 34000 1.03 40000 40000 1.00

Al 530 400 0.75 560 600 1.07

Ti 42 39 0.93 51 50 0.98
V 5.9 4.9 0.83 5.5 4.7 0.85
Cr 3.4 3.8 1.12 3.8 4.0 1.05
Mn 20 21 1.05 22 23 1.05
Fe 550 530 0.96 630 640 1.02
Ni 5.3 5.5 1.04 5.7 6.8 1.19
Cu 14 12 0.86 25 22 0.88
Zn 91 89 0.98 100 94 0.94
As 2.2 1.6 0.73 2.0 1.5 0.75
Se 0.97 0.91 0.94 0.95 0.80 0.84
Ag 2.2 3.3 1.50 5.0 18 3.60
Cd 0.77 0.68 0.88 0.89 0.72 0.81
Sb 3.9 3.7 0.95 6.9 6.0 0.87
Pb 32 28 0.88 37 33 0.89

Cl- 430 330 0.77 530 340 0.64

NO3- 2300 2300 1.00 2700 2500 0.93
SO4-- 5300 5000 0.94 5800 5400 0.93
Na+ 620 560 0.90 650 600 0.92
NH4+ 1500 1500 1.00 1700 1500 0.88
Ca++ 440 400 0.91 460 430 0.93

T-C 7300 7100 0.97 11000 11000 1.00

E-C 3900 3700 0.95 7100 7500 1.06

多環芳香族炭化水素類 PAHs 1.6 1.0 0.63 2.1 1.2 0.57

自動車排出ガス測定局

金属類

イオン成分

炭素成分

項目
一般環境測定局

表２ 年度平均値に関する平成 13 年度と平成 14 年度との比較 



 

また、4 月は両地点とも粗大粒子（粒径 2.1μm 以

上）の濃度が微小粒子（粒径 2.1μm 未満）の濃度よ

り大きく上回ったが、これは黄砂の影響によるものと

考えられる。 

 

(2)炭素成分の粒径分布 

 PM 中の全炭素、元素状炭素及び有機性炭素の粒径

分布について、一般局及び自排局の年度平均値を図

15 に示した。全炭素は、若干微小粒子側に偏った二

山型の分布を示した。元素状炭素は、粗大側に小さい

ピークがあるものの、微小粒子側に偏った分布を示し

た。また、有機性炭素は、二山型の粒径分布を示した。

さらに、一般局と自排局を比較すると、粒径分布は同

様であるが、全体的に一般局よりも自排局の方が高濃

度であった。 

 通常、微小粒子側には人為的な発生源によるものが

多いとされているが、これらの結果からも、元素状炭

素は、ディーゼル排ガスをはじめとする微小粒子等、

人為的発生源による寄与が大きいものと考えられる。 

 

(3)金属類の粒径分布 

 PM 中の金属類の粒径分布については、既報 3)に詳

細を報じたところであるが、本報では、金属類の各成

分の一般局における年度平均値について、図 16 から

図 18 に示した。 

 Al、Fe 及び Ti は、いずれも粗大粒子側に偏った分

布を示し、同様の傾向が Cr 及び Cu にもみられた。Cu

を除くこれらの成分は、自然的発生源による寄与が大

きいものと考えられる。しかし、Cu は、ブレーキの

ライニング素材が摩耗したものの影響があるといわ

れており 7)、それにより粗大粒子側に偏ったものと考

えられる。 

As、Se 及び Cd は、いずれも微小粒子側に偏った分 

布を示し、同様の傾向がＶ及び Pb にもみられた。 

これらの成分は、人為的発生源による寄与が大きい

ものと考えられる。 

また、Mn、Ag 及び Sb は、微小粒子側と粗大粒子側

にピークを持つ二山型の分布を示した。これらの成分

は、自然発生源と人為的発生源による寄与を併せもっ

たものと考えられる。 

 

(4)イオン成分の粒径分布 

 PM 中のイオン成分の粒径分布について、各成分の

一般局における年度平均値を、図 19 及び図 20 に示し

た。 

 Cl-、NO3
-、Na+及び Ca2+は、いずれも粗大粒子側に偏

った分布を示した。Cl-及び Na+は、海塩粒子等自然発

生源によるものが大きく、また、Ca2+は前述のとおり

土壌成分等に由来しているため、粗大粒子に偏ったも

のと考えられる。 

また、NO3
-は、冬季にはガス－粒子の平衡が粒子側

に偏っているため二次生成粒子が増加し、微小粒子側

に偏ったが、年度平均では粗大粒子側に偏りを示した。 

 また、NH4
+及び SO4

2-は、微小粒子側に偏った分布を

示した。NH4
+は燃焼などによる NH3 ガスに起因するも

のであり、SO4
2-は、石油等の燃焼由来が大きく、いず

れも人為的発生源による寄与が大きいものと考えら

れる。 

 

(5) PAHs の粒径分布 

 PM中のPAHsの粒径分布について各成分の一般局に

おける年度平均値を図 21 に示した。 

 PAHs は、微小粒子側に偏った分布を示した。 

 ベンゾピレン等は、ディーゼル排気粒子に含有され

ており、人為的発生源による寄与が大きいことによる

ものと考えられる。 
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図14　PMの粒径分布
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図15　炭素成分の粒径分布



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

  

今回（平成 14 年度）の浮遊粒子状物質調査により

以下の知見が得られた。 

 

（SPM 濃度及び SPM 中成分濃度） 

(1) SPM 濃度は、概して夏季に低く、冬季と春季に高     

いという結果が得られた。これは、冬季に形成され

る移動性高気圧の影響及び例年春先に発生する黄

砂の影響によるものと考えられる。 

(2) SPM 濃度は、一般局と比較して自排局の方が高い   

値を示す傾向がみられた。 

(3) SPM 中の炭素成分は、一般局と比較して自排局の 

方が高い値を示した。特に、元素状炭素は、ディー

ゼル排ガス等の影響で、その傾向が顕著であった。 

(4) Ni 及びＶは、臨海工業地域において特異的に高濃 

度を示した。これらの成分は、石油精製工業に特徴

的な指標成分と考えられる。 

(5) Al、Ti、Mn、Fe、Sr、Ba 及び Ca2+等は、黄砂期に 

高濃度を示した。これらの成分は、土壌に特徴的な

図16　PM中のAl、Fe、及びTiの
粒径分布
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図17　PM中のAs、Se及びCdの
粒径分布
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図18　PM中のMn、Ag及びSbの
粒径分布
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図20　PM中のSO4
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の
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図21　PM中のPAHsの粒径分布
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指標成分と考えられる。 

(6) Cl-、NO3
-、及び PAHs 等は、夏季に低く、冬季か 

ら春季に高いという結果が顕著にみられた。これは、

微小粒子のガスと粒子の平衡関係によるものと考

えられる。 

(7) 一般局での年度平均値に対する自排局での年度 

平均値の比（局比）が著しく大きい値であった項目

は、Cu、Sb（いずれも自動車のブレーキライニング

の素材に含有）、及び元素状炭素（ディーゼル排気

粒子の主要成分）であった。これらは自排局に特徴

的な指標成分と考えられる。 

 

（PM 及び PM 中成分の粒径分布） 

(1) PM の粒径分布は、約 2μm を境とする二山型の分 

布を示した。 

(2) 各成分の粒径分布は、表４に示すとおり、主に自 

然発生源に由来する粗大粒子型、主に人為的発生源

に由来する微小粒子型、及び自然発生源と人為的発

生源による寄与を併せ持った二山型の３種類の分

布に分類された。 
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分　布 特　徴 成　分

微小粒子に
偏った分布

主に人為的起源
の可能性が高い

V、As、Se、Cd、Pb 、SO4
2-、

NH4
+　、元素状炭素、

多環芳香族炭化水素類

粗大粒子に
偏った分布

主に自然起源
の可能性が高い

Al、Ti、Cr、Fe、Cu、Cl-、

NO3
-、Na+、Ca2+

二山型の分布 Mn、Ag、Sb、全炭素

表４ PM 及び PM 中成分の粒径分布


